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序 章 調査の背景と目的 
 

 

１． 調査の背景 

 

 外資による我が国への投資拡大は、国内における既存産業高度化のための大きなインパ

クトを有する。外資が国内に進出することによって従来の日本とは異なる経営手法やビジ

ネス形態、優秀な人材が導入され、国内産業に大きな刺激を与え、経済の発展を促すこと

が考えられる。また、日本独特の企業風土の中ではなし得ないような様々な改革を断行す

るための一種の外圧として利用され、その推進力ともなり得る。また、こうした産業の高

度化のみならず、産業内の競争を活発化させ、ひいては消費者に大きな恩恵をもたらす。

財・サービスの価格低下がそれである。バブル経済崩壊後、景気後退の要因として消費低

迷が指摘されているが、外資の参入により、財・サービスの供給が変化し、価格が低下す

ることで消費者余剰の拡大がもたらされる。さらには外資の新たな魅力ある財・サービス

が市場に投入されることによって、消費者の選択の幅が拡大し、消費のスタイルも多様化

する。外資の動向は、国内の消費活動に対して大きな影響力を持つものである。 

 しかし、我が国の直接投資残高は諸外国と比較して低水準にあり、国の政策として、平

成 15 年 1 月の総理施政方針演説において、対日投資残高の倍増を目指すことが表明された

ところである。 

 

図表 1 我が国における対内直接投資実績の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （資料）財務省『対外及び対内直接投資状況』より作成 

 

 

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000

平
成

元
年

度
２年

度
３年

度
４年

度
５年

度
６年

度
７年

度
８年

度
９年

度

10
年

度

11
年

度

12
年

度

13
年

度

14
年

度

製 造 業     計 非 製 造 業  計 合 計

（億円）



 －3－

図表 2 主要国における対内直接投資（残高）の GDP 比率（2001 年末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （資料）IMF,”International Financial Statistics Yearbook 2002”より作成 

 

 これらの状況に鑑みて、我が国で成功している外資系企業について、その実情と成功要

因、経済効果を把握すること、そして撤退企業の実態を調査することにより、今後の我が

国における対日直接投資推進策のあり方の検討に資することを目的とする。 

 

２． 調査の手法 

 

２．１ 成功外資系企業の実態調査 

 今回の調査の対象とすべき産業（分野）は以下のものを想定して実施した。 

 分野については、金融・保険業をはじめとして、これまでに対日直接投資が増加してい

るものや、外資の影響が大きいと見られるもの、そして、健康・医療・福祉やバイオ、ナ

ノテク、ロボットなど、成長が期待される分野についても含めることで、外資の新たな動

きについても把握する。 

 

【質問項目】 

① 業況：売り上げ、経常利益、雇用 などの推移（直近5年程度） 

  （※HPの業績報告や年次報告等で調査し、不明分のみ聴取） 

 

② 戦略：経営ノウハウの導入、技術の導入、新商品・サービスの導入、リスクマネ

ーの導入等。対日直接投資をすることで、以下のどの点を新たに導入することに

なり、内外を含めて同産業における他企業よりも成長できると考えたのか。 

  （※産業（分野）ごとに相違があるため、我が国の当該産業から受ける（与える）   
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   影響を中心に聴取（雇用、手法、競争、提携、再編等）。ないときはその理由 

   を聴取） 

 

③ 日本において、投資、再投資、M&A、戦略的提携等を実施した理由 

       （※④とも関連） 

  （※産業（分野）ごとに相違があるため、日本進出の動機等を中心に聴取） 

 

④ 日本の魅力と欠点（制度、事業環境、ポテンシャルなど） 

（※米国、欧州、アジア等と比較して、以下の項目等について、「魅力」「欠点」

に該当するものを聴取） 

  （※産業（分野）ごとに相違があるため、関連する項目のみ聴取） 

 

図表 3 我が国における産業（分野）別対内直接投資の状況（2002 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （資料）財務省『対外及び対内直接投資状況』より作成 

 

２．２ 成功外資系企業の影響を受ける自治体 

 次に、外資系企業の進出により、大きな影響を受けている地方自治体の状況について調

査した。 

 

【質問項目】 

① 地域経済への影響（雇用確保、税収確保、地域経済への影響等）。 

② 自治体の誘致活動（時系列でのアクション、インセンティブなど）。 
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２．３ 撤退外資系企業の実態調査 

 今回の調査の対象とすべき企業は、撤退のみならず、日本での事業縮小・保有株式売却、

解散、合併・統合等を含めて、幅広く対応する。 

 

【質問項目】 

① 業況：売り上げ、経常利益、雇用 などの推移（直近5年） 

  （※HPの業績報告や年次報告等で調査し、不明分のみ聴取） 

 

② 戦略：経営ノウハウの導入、技術の導入、新商品・サービスの導入、リスクマネ

ーの導入。対日直接投資をすることで、以下のどの点を新たに導入することにな

り、内外を含めて同産業における他企業よりも成長できると考えたのか。どの点

が、予想と異なったのか。 

  （※産業（分野）ごとに相違があるため、当初我が国の当該産業から受ける 

   （与える）と想定された影響、実際との相違を中心に聴取（雇用、手法、競争、 

   提携、再編等）。ないときはその理由を聴取） 

 

③ 日本において、投資、再投資、M&Aを実施した理由 

（※④、⑤とも関連） 

  （※産業（分野）ごとに相違があるため、当初の日本進出の動機、実際との 

   相違等を中心に聴取） 

 

④ 日本の魅力と欠点（制度、事業環境、ポテンシャルなど） 

（※米国、欧州、アジア等と比較して、以下の項目等について、「魅力」「欠点」

に該当するものを聴取） 

  （※産業（分野）ごとに相違があるため、関連する項目のみ聴取） 

 

⑤ 日本から撤退、事業縮小、売却等することとなった原因。 

  （※産業（分野）ごとに相違があるため、当該産業特有の要因） 

 

２．４ 研究会による調査結果の検討 

 ヒアリング調査を効果的なものとするために、対日直接投資等の分野における有識者を

はじめとして研究会を組織化して、検討を行う。 
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